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南ア月報

（２０１５年１２月）

在南アフリカ日本国大使館

主な出来事及び項目

【内政】

●ネネ財務大臣の更迭

●ズマ大統領年末総括ステートメント

【外交】

●南ア・中国間、２６協定に署名

●ＦＯＣＡＣ（ヨハネスブルグ行動計画（２０１６-２０１８））

【経済】

●貿易赤字の拡大

●経常収支の悪化

●南ア-中国関係①

●南ア-中国関係②

●南ア信用格付けの引き下げ

１ 内政

●ネネ財務大臣の更迭

９日夜、ズマ大統領はネネ財務大臣の更迭と、デイビッド・ファン＝ローイェン（David van Rooyen）

氏を後任として指名する旨発表した。大統領府は更迭理由について言及しなかったが、一部報道

では、財源が限られる中で原子力発電所建設計画や南ア航空救済等を巡って次々に支出を求め

るズマ大統領との対立が原因と指摘されている。発表後、南ア・ランドは過去最安値の１ドル１５．

０５６３ランドを記録した。

１１日、当地各紙は、ズマ大統領が今回の決定についてＡＮＣの最高意思決定機関である全国

執行委員会（ＮＥＣ）に諮らなかったことを、ＡＮＣ幹部らは快く思っていないと報じた。

１３日、大統領府は声明を発出し、本件人事について再考を求める多くの陳情があったことを受

け、ゴーダン協調統治・伝統業務大臣を新たな財務大臣に指名するとともに、ファン＝ローイェン

財務大臣を新たな協調統治・伝統業務大臣に指名すると発表した。当地各紙は、ズマ大統領が

ネネ前財務大臣更迭後の各方面からの厳しい批判とプレッシャーに屈服したと報じた。一方ズマ

大統領は、ネネ前財務大臣をＢＲＩＣＳ新開発銀行（ＮＢＤ）のアフリカ地域センターのトップとして推

薦するべく今回の決断に至ったと述べている。ゴーダン大臣の財務大臣再任は各方面より歓迎さ

れ、１３日夜、ランドは対ドルで約５％上昇した。

●ズマ大統領年末総括ステートメント

１８日、ズマ大統領は２０１５年を総括するステートメントを発出した。本声明においては、社会変

革、経済成長促進、治安改善、国際関係、社会一体性の推進等に関するこれまでの取り組み及
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び今後の見通しが発表された。特に社会変革の章においては、１０月中旬より学生デモが全国規

模に広まったこともあり、教育貸付金を３０億ランドから９５億ランドに拡大させ、高等教育機関に

進学を希望する学生を支援すると共に、大学学費値上げ凍結により不足する２３億ランドのうち８

３％を政府が負担する旨発表がなされた。また、一般教書演説で述べられた経済成長のための９

つのポイント（農業・農産品加工バリューチェーンの再活性化、鉱物資源に対するベネフィシエー

ションの促進、よりインパクトのある産業政策行動計画（ＩＰＡＰ）の効果的実施、中小企業・協同組

合・地方企業の潜在能力の解放、エネルギー課題の解決、労働市場の安定化、民間投資の拡大、

海洋経済の拡大、科学技術・水衛生・運輸インフラ・ブロードバンド及び公営企業についての横断

的分野の改革・促進・多様化）が改めて強調された。

２ 外交

●南ア・中国間、２６協定に署名

２日、ズマ大統領は、習近平中国国家主席を接遇し、両国間で２６の協定に署名した旨発表した

ところ、ポイントは以下の通り。

（１）両国政府､国有企業及び民間企業は９４０億ランド(約８千億円)に及ぶ２６協定に署名。

（２）両国政府､シルクロード経済圏・21 世紀海のシルクロード共同建設に関する覚書に署名。

（３）Eskom と中国国家電網公司は、国際ビジネスでの協力を深化させ、技術・経営・財政上の経

験を共有するための法的枠組を創出。

（４）中国開発銀行と Eskom 間で融資合意。

（５）SINOSURE は、中国企業からのトランスネットの調達に際し、トランスネットを支援する保険を

適用する予定。

●ＦＯＣＡＣ（ヨハネスブルグ行動計画（２０１６-２０１８））

９日、ＦＯＣＡＣヨハネスブルグ行動計画（２０１６-２０１８）が公表されたところ、ポイントは以下の

通り。

（１）中国・アフリカ双方は過去１５年のＦＯＣＡＣの成果を評価。

（２）双方は、鉄道、高速道路、地域間航空網及び産業化に於ける中国-アフリカ間の協力促進に

関する覚書を積極的に実践。

（３）中国は当初１００億米ドルを拠出し中国-アフリカ生産能力協力ファンドを立ち上げる。

（４）中国・アフリカ鉄道協力行動計画（２０１６-２０２０）を策定。

（５）アフリカ諸国は、中国が主張するアフリカ大陸を含む“２１世紀海のシルクロード”を歓迎。

（６）ＦＯＣＡＣの枠組みで海洋経済に関する閣僚級会合の設立を励行。

（７）中国は、アフリカへの投資を増強し、２０１４年３２４億米ドルの投資残高を２０２０年には１００

０億米ドルに引き上げる計画。

（８）双方は、２０１４年２２００億米ドルの貿易額を２０２０年４０００億米ドルに引き上げるように努

力。

（９）中国は中国・アフリカ開発基金を５０億米ドルから１００億米ドルに徐々に拡大予定。

（10）中国は、アフリカ中小企業支援のために特別融資枠を１０億米ドルから６０億米ドルに拡大。

（11）中国は、ＡＵ傷病管理センター及び地域医学研究センター建設を支援。

（12）中国は、アフリカで２０万人の職業・技術訓練を実施し、４万人に中国での訓練機会を提供。

（13）双方は、ユネスコに於ける中国によるユネスコ・中国信託基金の成功に留意し、２年間の延

長を支援。

（14）中国は、中国-アフリカ環境協力センターを設立し、中国・アフリカ緑化導入計画を立ち上げ

る。

（15）アフリカ側は、気候変動問題に取り組むために他の開発途上国を支援する２００億人民元に
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及ぶ中国南南協力基金立ち上げを歓迎。

（16）中国は今後３年間無償で軍事支援を行うためにＡＵに６００万米ドルを拠出予定。

（17）第７回ＦＯＣＡＣ閣僚級会合は２０１８年に北京で開催。第１２回及び第１３回高級実務者会合

は２０１７年及び１８年に開催予定。第４回中国・アフリカ外相間政治協議は国連総会のマージン

で２０１６年９月に開催される予定。

３ 経済

＜経済指標＞

●貿易赤字の拡大

南ア歳入庁は、１０月の貿易収支は、赤字額が２１４億ランドだと発表した。クリスマスシーズン

準備のための輸入が増加し、低迷するコモディティ価格と中国経済の失速を反映した輸出の減少

が要因にあげられる。

●経常収支の悪化

南ア準備銀行は、第３四半期の経常赤字が拡大したこと発表した。貿易赤字の拡大と配当金

の減少が要因にあげられる。経常赤字は第２四半期の対ＧＤＰ比３．１％からの４．１％に拡大し

た。これは、鉱業と製造業の生産高の大幅な減少が要因である。

＜出来事＞

●南ア-中国関係①

２０１５年１２月４～５日に、ヨハネスブルクにて、第６回中国・アフリカ協力フォーラム（ＦＯＣＡＣ

６）が首脳級で開催された。２０００年にＦＯＣＡＣが始まって以来、中国－アフリカの貿易総額は、

２０１４年には２２５０億米ドルに到達。南アと中国は貿易不均衡を是正するために、総額９４０億ラ

ンドの２６の合意にサインした。２０１５年４月、南アは中国に対して７３０億ランドの貿易赤字を記

録した。

●南ア-中国関係②

南ア産業開発公社（ＩＤＣ社）と北京汽車（Beijing Automobile Works）は、南アで自動車製造工場

を建設する１２０億ランドの契約を結んだ。中国開発銀行は、公共事業インフラ計画を支援するた

めに、エスコムに５億米ドルのローンを提供する。トランスネットは、中国輸出信用保険公司から２

５億米ドルの資金調達の保証を確保した。

●南ア信用格付けの引き下げ

格付け会社フィッチが南ア信用格付けを「ＢＢＢ」から「ＢＢＢ－」へ格下げした一方で、今後の見

通しを「ネガティブ」から「安定的」に修正。ＧＤＰ成長率のパフォーマンス、成長性の推定値弱体化、

政府債務の増大を反映。スタンダード＆プアーズ社は、南アの信用格付けを「ＢＢＢ－」維持を表

明。見通しを「安定的」から「ネガティブ」へ引き下げ。低成長が続く状況を反映。ムーディーズは、

「Ｂａａ２」を維持する一方で、見通しを「安定的」から「ネガティブ」へ修正。

4．広報・文化

●日本語能力試験（ＪＬＰＴ）の実施

６日、ヨハネスブルグ日本人学校において、日本語能力試験（ＪＬＰＴ）が実施された。南アでの

同試験実施は、今回が２回目となる。ＪＬＰＴは、国際交流基金と日本国際教育支援協会が主催

する、原則、日本語を母語としない人を対象として、日本語能力を測定・認定することを目的とした

試験であり、日本国内を含め、世界６４か国、２０８都市（２０１４年実績）で実施されている。
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５ 警備

● 年末年始の休暇期間中における防犯対策について

南ア当局は、犯罪統計上、クリスマスシーズンにおける一般住宅をターゲットにした侵入強盗及

び窃盗（空き巣）被害が増加傾向にあるとして、防犯対策を強化するよう注意を呼び掛けている。

また、南ア国家警察は、強盗事案の発生が懸念されるショッピングモールに制服警察官を増員配

置するなどして同期間中における警戒を強化している。

南ア当局関係者は、長期間留守にする場合には、①管轄の警察署又はセキュリティ会社等か

ら、居住地区に特化した犯罪傾向等の情報収集に努める、②ツイッター等ソーシャルメディアで旅

行プラン等を開示しない、③近隣に郵便物の回収、夜間照明の点灯を依頼する、④ホームセキュ

リティ（機械警備）の事前点検、バッテリーの確認を行うなど、同期間中における防犯対策を呼び

掛けている。

（了）


